
参考資料７  

ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律案に対する附帯決議  

平成１２年１１月３０日（木）  

参議院 文部・科学委員会決議  
 

 政府は、本法の施行に際し、次の事項に関して特に配慮すべきである。  
 

１、法第４条第１項の規定に基づき、本法施行後早急に指針を策定することし、 
その指針には以下の要件が盛り込まれること。  
 

 ア 法第３条に掲げる胚以外の特定胚についても、人又は動物の胎内に移植 
 された場合に人の尊厳の保持等に与える影響が人クローン個体若しくは交 
 雑個体に準ずるものとなるおそれがあるかぎり、人又は動物の胎内への移 
 植を行わないこと。  
 

 イ 特定胚を取り扱うことができる場合としては、事前に十分な動物実験そ 
 の他の実験手段を用いた研究が実施されており、かつ、特定胚を用いる必 
 要性・妥当性が認められる研究に限ること。  
 

 ウ 特定胚の材料となるヒト受精胚、ヒトの生殖細胞の提供者の同意は、研 
 究目的と利用方法等についての十分な説明を受けた上での理解に基づく自 
 由な意思決定によるものでなければならないこと。特に卵子提供について 
 は、女性の身体的・心理的負担に配慮し、提供者に不安を生じさせないよ 
 う十分に配慮を講ずること。  
 

 エ 特定胚及びその材料となるヒト受精胚、ヒトの生殖細胞の授受は無償で 
 行うこと。  
 

２、指針の策定、変更に当たっては、国民の意見を十分聴取すること。  
 

３、ヒト受精胚は人の生命の萌芽であって、その取扱いについては、人の尊厳 
を冒すことのないよう特に誠実かつ慎重に行わなければならないこと。  
 

４、ヒト胚性幹細胞については、ヒト受精胚から樹立されるものであることに 
かんがみ、その樹立に用いるヒト受精胚は余剰胚に限定するとともに、その 樹
立及び使用も必要性・妥当性が認められるものに限ること。  
 

５、クローン技術が、比較的容易に実施し得る可能性があり、かつ、今後、急 
速な進展が予測されることから、本法施行後も、より実効性のある規制の在 り
方について引き続き検討を行うこと。  
 

６、生命科学分野における研究は、医療等においては高い有用性が認められる 
ものの、人間の尊厳の保持及び社会秩序の維持等に重大な影響を与える危険 
性も併せ持つことにかんがみ、その研究が、倫理的に、また、慎重に行われ る
よう十分な措置を講ずること。  
 

７、本法及び指針で規制される内容、並びにクローン技術等の周辺技術である 
生殖医療、ヒト胚性幹細胞等による再生医療にかかるガイドライン等で規制 
される内容が、全体的に十分理解されるよう努めること。  
 

  右決議する。  
 

※本附帯決議は、平成１２年１１月１５日（水）に衆議院科学技術委員会にお 
いて決議された附帯決議の内容（１～４）に、更に、５～７の３項目を加え た
ものである。  


